
 

 

 
平 成 23 年３ 月 29 日 

各   位 

会  社  名 株  式  会  社  東  栄  住  宅 

代表者の役職名 代表取締役社長兼社長執行役員 西 野  弘 

（コード番号：８８７５ 東証第一部）   

問い合わせ先 執 行 役 員 総 務 部 長 佐 藤 千 尋 

電 話 番 号 ０ ４ ２ － ４ ６ ３ － ８ ８ ４ ５ 

 

 
 

（訂正）「定款の一部変更に関するお知らせ」の一部訂正について 

 
平成 23 年３月 15 日付けにて発表いたしました「定款の一部変更に関するお知らせ」の記載に    

一部訂正がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 

 

１．定款 

  （提案の理由）（下線部  (４）を追加） 

（１）取締役会の決議の省略に関する変更 

機動的な意思決定をなすべき必要に備えて、会社法第 370 条の規定に基づいて、取締役が提案した
取締役会決議事項について、当該事項について議決に加わることができる取締役全員が同意し、  
監査役が異議を述べない場合には、取締役会を開催せずに書面又は電磁的方法により取締役会の 
決議があったものとみなす規定を定款第 29 条として新設するものであります。  

（２）取締役及び監査役の責任免除に関する変更 

取締役及び監査役の職務執行が過度に萎縮することを防止し、それぞれが期待された役割を十分に
発揮できるようにするとともに、今後とも多様な人材を役員として登用することを可能にするため
に、会社法第 426 条第 1項の規定に基づいて、定款第 34 条として取締役会決議による取締役の責任
免除の規定を、定款第 46 条として取締役会決議による監査役の責任免除の規定をそれぞれ新設する
ものであります。 

なお、定款第 34 条の規定の新設に関しましては、各監査役の同意を得ております。 

（３）社外取締役の責任限定契約に関する変更 

社外取締役の招聘に当り、社外の優れた人材に対し、社外取締役の重責を求めるために、社外監査
役に限定されている定款第 43 条（社外監査役の責任限定契約）の規定と同様に、会社法第 427 条の
規定に基づき、社外取締役との間に責任限定契約を締結することを可能とする規定を定款第 35 条に
新設するものであります。 

なお、定款第 35 条の規定の新設に関しましては、各監査役の同意を得ております。  

 

（４）上記変更に伴う条数の変更等、所要の変更を行うものであります。 

 

２．定款変更の内容（一部訂正あり） 

   定款変更の内容は、別紙のとおりです。 

 

３．日程 

   定款変更のための株主総会開催日 平成 23 年４月 26 日（火曜日） 

   定款変更の効力発生日      平成 23 年４月 26 日（火曜日） 

 

（注）上記の内容につきましては、平成 23 年４月 26 日開催予定の当社第 60 期定時株主総会において  

承認可決されることを条件といたします。 



 

 
（別紙） 

訂正の内容は、次のとおりであります。 
（下線部  は、訂正箇所を示します。） 

訂正前 訂正後 

（取締役の責任免除） 

第 34 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定

により、取締役（取締役であった者を含

む。）が任務を怠ったことにより当会社に

対して負担する損害賠償責任を、法令に

基づいて免除することができる金額を限

度として、取締役会の決議によって免除

することができる。 

（取締役の責任免除） 

第 34 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定

により、取締役（取締役であった者を含

む。）が任務を怠ったことにより当会社

に対して負担する賠償責任を、法令に基

づいて免除することができる金額を限

度として、取締役会の決議によって免除

することができる。 

（監査役の責任免除） 

第 46 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定

により、監査役（監査役であった者を含

む。）が任務を怠ったことにより当会社に

対して負担する損害賠償責任を、法令に

基づいて免除することができる金額を限

度とし、取締役会の決議によって免除す

ることができる。 

（監査役の責任免除） 

第 46 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定

により、監査役（監査役であった者を含

む。）が任務を怠ったことにより当会社

に対して負担する賠償責任を、法令に基

づいて免除することができる金額を限

度とし、取締役会の決議によって免除す

ることができる。 

（附則） 

第１条～第３条（現行どおり） 

※左記附則はその第３条によりすでに平成 22 年１

月６日で効力が消滅しているため、記載を削除い

たします。 

 
 

現行定款と上記訂正後の変更案は、以下のとおりです。 

（下線部分は変更箇所） 

現 行 定 款 変 更 案 

（新設） 

（取締役の責任免除） 

第 34 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定

により、取締役（取締役であった者を含

む。）が任務を怠ったことにより当会社

に対して負担する賠償責任を、法令に基

づいて免除することができる金額を限

度として、取締役会の決議によって免除

することができる。 

（新設） 

（監査役の責任免除） 

第 46 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定

により、監査役（監査役であった者を含

む。）が任務を怠ったことにより当会社

に対して負担する賠償責任を、法令に基

づいて免除することができる金額を限

度として、取締役会の決議によって免除

することができる。 

 

 
以上 


